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1 本事業の目的 

中小企業庁では、今般の感染症対応における各種支援策のオンラインによる申請・支給状況を点検

し、原則として対面や押印の不要化、申請書類の可能な限りの縮減、法人データ連携基盤（Ｇビズコ

ネクト）による電子申請等による手続の簡素化・迅速化の一層の促進に取り組みを進めているところ

である。 

本事業は、中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画において電子申請を進めるにあたり、承認

主体である都道府県や申請主体である事業者にとってどのような電子申請システムが活用しやすいか

などについて把握するため、ＳａａＳ等の既存サービスやシステムを活用した電子申請の実証実験を

行い、実証実験によって都道府県、事業者、支援機関等にとっての使い勝手や課題等を把握すること

により、将来的な電子申請システムの活用に向けた調査を行うことを目的としている。 
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2 事業内容 

ＳａａＳ等を活用した電子申請の実証実験を行い、実証実験における都道府県や事業者にとっての

使い勝手や課題等を把握することにより、将来的な電子申請システムの活用に向けた調査を行う。具

体的な実施内容を下記(1)から(5)に示す。 

(1) 実証実験のための電子申請システムの整備 

実証実験のための電子申請システムを整備する。システムの仕様や実装した機能等につい

ては、次章で詳細を記載する。 

また、都道府県のうち、活用を希望する自治体（中小企業庁が選定した３自治体）に整備

したシステムを提供し、ID の発行、システムの利用に関する問い合わせへの対応等、シス

テムの運用に必要な各種業務を実施する。 

(2) 利用者へのアンケート等の実施 

電子申請システムを活用した都道府県、事業者、支援機関等にアンケートやヒアリングを

行い、使い勝手や課題等を調査する。必要に応じ、電子申請を活用しなかった事業者等にも

アンケート等を行う。 

(3) 将来的な電子申請システムの整備に向けた検討 

将来的な電子申請システム整備に向け、電子申請システムの運用結果やアンケート等の結

果を踏まえ、都道府県、事業者、支援機関にとって使い勝手のよい電子申請システムの全体

像や仕様の概略等についてまとめた資料を作成する。 

(4) 調査報告書の作成 

ここまでの結果をまとめた、次の内容を盛り込んだ調査報告書を作成する。 

  実証実験で活用した電子申請システムの概要 

  電子申請システムの活用状況の概要 

  利用者への意識調査結果の概要 

  将来的な電子申請整備に向けた検討結果 

(5) 申請データのサーバーからの削除 

業務完了後、本事業にかかるデータ・情報等は、漏洩することのないよう配慮の上、確実

に処分・廃棄する。 
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3 実証実験のための電子申請システムの整備 

本実証実験で使用した電子申請システムおよびその活用状況について説明する。 

 

3.1 実証実験で活用した電子申請システムの概要 
本実証実験では、電子申請システムの構築基盤としてサイボウズ社の提供する PaaS 型のクラ

ウドサービスである「kintone」を採用し、サードベンダー各社が提供する各種プラグインを組

み合わせることで電子申請に必要な機能を実現している。プラグインは、トヨクモ社の提供する

「フォームブリッジ」と「kViewer」を採用した。 

 

  kintone： 

サイボウズ株式会社が提供している、web データベース型の業務アプリ構築クラウド

サービスである。本システムでは申請情報を保存するデータベースとしての役割を担っ

ている。 

 

  フォームブリッジ： 

kintone 連携サービスの一つであり、Web フォームから直接 kintone へデータ格納が

可能なツールである。本システムでは事業者が申請情報を直接 kintone に格納する役

割を担っている。 

 

  kViewer： 

kintone 連携サービスの一つであり、kintone 上のデータを閲覧することが可能なツー

ルである。本システムでは事業者が申請情報を確認する画面提供の役割を担っている。 

 
サイボウズ、cybozu、kintone およびサイボウズのロゴマークはサイボウズ株式会社の登録商標ま

たは商標です。 

フォームブリッジおよび kViewer およびトヨクモのロゴマークはトヨクモ株式会社の登録商標また

は商標です。 
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3.3 実証実験における電子申請システムの運用 
本実証実験におけるシステム運用について、参加者、運用期間、各種運用内容について説明す

る。 

 

3.3.1 参加者 
本実証実験において、システムを利用した参加者は以下のとおりである。 

 

  中小企業庁技術・経営革新課 

  各都道府県（千葉県、静岡県、愛媛県）の経営革新計画担当課 

  各都道府県（千葉県、静岡県、愛媛県）の申請事業者および支援機関 

  コールセンター（本事業受託事業者） 

 

3.3.2 システム運用期間 
本システムを運用した期間は以下のとおりである。 

 

  システム運用期間：令和 2 年 12 月 1 日～令和 3 年 2 月 26 日 

  システム稼働時間帯：24 時間（kintone の定期メンテナンス時を除く） 

 

3.3.3 ID 及びパスワード発行 
申請に必要な事業者 ID 及びパスワードの発行は、申請者が本システムの事業者 ID 発行依頼

画面で入力した情報をコールセンターにて確認し、ID 及びパスワードを発行し申請者へメール

通知する運用とした。 

 

3.3.4 問合せ対応 
システムの操作に関する問合せ窓口として、コールセンターを開設した。 

 

  開設期間：令和 2 年 12 月 1 日～令和 3 年 2 月 26 日（土日祝及び年末年始を除く） 

  対応時間：9：30～17：00 

  問合せ手段：電話及び Web フォームへの入力 

 

本システム上に問合せ内容とその回答、対応状況を一元管理する機能を作成し、運用した。 
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4 利用者へのアンケート等の実施 

電子申請システムを活用した事業者と支援機関に対するアンケート調査及び、自治体に対するヒア

リング調査について、下記のとおり実施した。 

 

4.1 アンケートの概要 

4.1.1 調査対象 
各県において、令和 3 年 1 月中旬～2 月中旬に電子申請システムを利用した事業者及び支援

機関。 

 

4.1.2 調査方法 
本事業に参加した自治体より各事業者及び支援機関へ回答を依頼し、調査回答用の帳票を回

収した。 

 

4.1.3 調査期間 
令和 3 年 1 月中旬～2 月中旬 

 

4.1.4 回答数 
事業者及び支援機関からのアンケート回答数は 55 件であった。 
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面をそれぞれ用意する。 
申請者向けメニュー画面では、「申

請情報入力」画面へのリンクの他、

「過去の申請内容」や、「ステータ

ス確認」等のリンクを表示する。 
8-1 ステータス

管理 
審査担当者が各申請の現在のステー

タスを入力することで、申請者や支

援機関も審査の進捗状況を把握でき

るようにする。 

● ● ● ● 表 4-1
（V） 
（W） 

9-1 申請情報入

力 
申請者及び支援機関が申請に必要な

事項を入力できる。入力に際して

は、チェックボックスやプルダウン

形式により簡易な入力となるよう工

夫すること。 
入力する情報は、申請様式第 13 と

別表 1～7 の内容とする。加えて、

支援機関の情報、支援機関の対応経

緯等についても入力できるようにす

ること。 
形式不備が多い項目等については、

入力欄近くでの記載例表示や郵便番

号入力による住所の自動反映、入力

不備時のポップアップ表示による通

知等、不備を少なくするための工夫

をすること。 

● ●   表 4-1 
（E）

（H）

（I）
（J） 
（K） 
（Y） 
表 4-9 
（A） 
（E） 

 

10-1 申請用ファ

イルの登録 
申請者が審査にかかる書類をアップ

ロードできること。また、中小企業

庁及び各都道府県、支援機関がダウ

ンロードできること。 

●  ● ●  

10-2 都道府県ごとに提出書類が異なるた

め、独自の添付資料についてもアッ

プロードできること。 

  ●  表 4-1
（M） 
表 4-9 
（C） 

11-1 申請受付 申請提出時に申請者及び各都道府県

や支援機関の審査担当者に自動でメ

ールを配信する。 

● ● ● ● 表 4-1
（R） 

11-2 申請受付後は申請者が登録済みの申

請情報を参照可能で、追加・変更は

不可とする。ただし、審査担当者が

申請ステータスを変更することによ

り、申請者が申請情報の更新を実施

できるようにする。 
なお、申請情報の追加・変更等があ

った場合にも同様に自動でメールを

配信する。 

● ● ●  表 4-1
（S） 

 

12-1 審査 審査を担当する都道府県や支援機関

の担当者が申請情報を確認できるこ

と。審査時には特記事項等のコメン

トを入力できるようにし、申請者に

対して修正点を伝えることができる

仕組みとする。 

 ● ●  表 4-1
（Q） 
（T） 

12-2 申請書類内の項目間の整合性チェッ

クを自動で行う機能を有すること。 
 ● ●  表 4-9

（G） 
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(1) 詳細説明 1（同時アクセス数） 

本番構築では、システムの利用対象者が全国 47 都道府県に拡大することを想定し、同時

アクセスした場合でもアップロード、ダウンロードともに利用に支障が出ないよう性能を考

慮する必要がある。 

 

(2) 詳細説明 2（ユーザビリティ及びアクセシビリティ） 

本システムでは、操作画面上に操作マニュアル（PDF 形式）へのリンクを配置すること

で、システムの操作方法を利用者がすぐに参照できる形態とした。 

ナビゲーション機能により、操作メニューの階層や手続きの全体プロセスを容易に識別で

きるようにすることで、操作マニュアルを参照せずとも必要な操作を直感的に行えるよう、

画面デザインを検討する必要がある。 

 

(3) 詳細説明 3（システム稼働時間帯） 

稼働時間については、以下の２つの観点からの検討が必要であると考えられる。 

① 事業者の視点 

電子申請システムの利用対象者に、土日祝日を営業日とする事業者、夜間・早朝時間帯を

営業時間とする事業者も含まれると考えられるため、できるだけ稼働時間を長くすることに

ついての検討が必要である。 

② 都道府県の視点 

申請の適切な受付処理のため、都道府県の事務処理フローに合わせて申請受付期間の設定

ができる等の検討が必要である。 

 

5.3 今後の課題 
事業者や支援機関等に対してアンケート及びヒアリングを実施した結果、本番用の電子申請シス

テムの導入にあたっては、5.1 及び 5.2 で整理したような要件を満たすことが求められる。 

他方、電子申請システムの導入だけでなく、下記に示すような観点で取り組みや検討を進めてい

く必要があると考える。 

 

5.3.1 計画策定段階からのオンライン化 
４自治体とのヒアリング結果を踏まえると、計画策定の段階からオンラインによるハンズオ

ン支援を可能とする環境構築の要望として、支援機関と申請事業者が電子申請システムを活用

してハンズオン支援を行うことができるようにする等の要望が寄せられていた。このため、コ

ロナ禍の状況も踏まえて引き続き他の自治体の状況等も継続して調査することが必要だと思わ

れる。 
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5.3.2 申請書類の標準化 
申請書類の標準化については、 

① 各都道府県の地域経済の特性や規模、政策的な観点から申請に必要な添付書類の種類の

異なっていたこと 

② 都道府県の審査フローの違うこと 

を踏まえた添付書類の類型化を進めるなど今後検討が必要であると考えられる。 

 

5.3.3 フォローアップ調査等の実態把握 
新たに電子申請システムを導入する場合、新規申請・審査工程のみ対象とするのではなく、

フォローアップ調査や変更申請等を含んだ全ての手続きを対象とすることで、電子申請システ

ム利用者の負担軽減と業務効率化、データ活用が可能となる可能性がある。 

本調査では、申請から申請受付の電子化を対象として調査したため、今後はフォローアップ

調査等の手続きについても調査を実施することが考えられる。 

 

 


